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令和５年７月２１日  

 

「茨城県職員子育て応援・女性活躍推進プラン」に基づく取組の実施状況等の公表について 

 

 次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号）第 19条第５項並びに女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号）第 19条第６項及び第 21条の規定

に基づく実施状況等の公表については、以下のとおりです。 

 ※ 茨城県職員子育て応援・女性活躍推進プランは、知事部局、議会事務局、企業局、病院

局、行政委員会（教育委員会、警察を除く全部局）を対象としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 数値目標の進捗状況等 （※以下、注意書きがあるもの以外は、教育委員会・警察を除く全部局の数値）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 育児休業取得率（年度） 

 R2 R3 R4 
増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

男性職員 
44.4％ 

(33.6日) 

59.4％ 

(42.1日) 

79.2％ 

(39.7日) 
＋19.8㌽ 

100％ 

女性職員 
100.0％ 

(507.1日) 

99.0％ 

(472.2日) 

97.2％ 

(487.2日) 
▲1.8㌽ 

○ 男性職員の育児参画の促進に取り組んだ結果、令和４年度の男性の育児休業取得率は、

前年度から19.8 ﾎﾟｲﾝﾄ増の79.2％となり、約8割が取得。 

○ 意欲と能力のある女性職員の登用を進めた結果、令和４年度の管理的地位（課長級 

以上）にある職員に占める女性職員の割合は、前年度から1.5 ﾎﾟｲﾝﾄ増加し、過去最 

高の13.1％まで上昇。 

公表内容のポイント 

資 料 提 供 茨城県総務部人事課 

企画･人材育成Ｇ 課長補佐 松野 

TEL：029-301-2263（直通） 

○ 令和４年度の男性職員の育児休業取得率は、前年度と比べ、19.8ﾎﾟｲﾝﾄ増の79.2%と

なりました（取得人数は前年度から14人増の99人）。 

○ 令和４年度の配偶者出産休暇の取得率は、前年に比べ、0.6ﾎﾟｲﾝﾄ減の95.2％、育児参

加休暇の取得率は、2.4ﾎﾟｲﾝﾄ増の91.2％、当該休暇制度の合計取得日数は、0.12日増

の6.55日となりました。 

○ 令和４年度の男性職員の育児休業等の合計取得期間 は、前年度に比べ、14.7日増

の45.6日となりました。   

引き続き、管理職を始めとした職員の意識啓発に取り組むとともに、子が生まれる男

性職員に対して、これらの休暇・休業制度の利用を積極的に働きかけてまいります。 

（１）家事、育児や介護をしながら活躍できる職場環境の整備 
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※育児休業取得率は、「当該年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数」に対する「新規取得者数（当

該年度中に新たに育児休業を取得した者）」の割合をいう。 

※( )書きは平均取得日数 

 

■育児休業取得期間の状況（R4年度） 

  

 

② 配偶者出産休暇・育児参加休暇の取得率及び合計取得日数（年度） 

 R2 R3 R4 
増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

配偶者出産休暇 97.0％ 95.8％ 95.2％ ▲0.6㌽ 
100％ 

育児参加休暇 94.7％ 88.8％ 91.2％ +2.4㌽ 

合計取得日数 6.54日 6.43日 6.55日 ＋0.12日 8日(取得上限) 

※配偶者出産休暇：配偶者が出産する場合、産前 16週から産後２週間の間、３日の範囲内で必要と認める日又は

時間取得できる休暇 

※育児参加休暇 ：配偶者の出産予定日の８週間前の日から出産の日以後１年を経過する日までの期間において、

生まれてくる子又は小学校就学時までの子を養育するために、５日の範囲内で必要と認める日

又は時間取得できる休暇（R4.10 制度改正により対象期間拡大、改正前:出産の日以後８週間

を経過する日まで） 

※今回の公表より、対象期間を暦年から年度に変更し算出。（令和３年度以前も同様） 

 

③ 男性職員の育児休業等の合計取得期間（年度） 

 R2 R3 R4 
増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

育児休業等の 

合計取得期間 
22.1日 30.9日 45.6日 ＋14.7日 １月(30日)以上 

※合計取得期間：育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加休暇を合わせた平均取得日数 

  

1週間以下

20.2%

1週間超

2週間以下

15.2%2週間超

1月以下

38.4%

1月超

半年以下

23.2%

半年超

1年以下

2.0%

1年超

1.0%

【男性職員】

1年以下

44.8%

1年超

1年半以下

21.9%

1年半超

2年以下

15.2%

2年超

2年半以下

7.6%

2年半超

10.5%

【女性職員】
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① 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（年度） 

 R2 

(R3.4発令) 

R3 

(R4.4発令) 

R4 

(R5.4発令) 

増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

課長級以上 10.4％ 11.6%  13.1% ＋1.5㌽ 26％ 

 部長級  6.3％ 6.5%  8.5% ＋2.0㌽ － 

 課長級 11.2％ 12.6% 14.0% ＋1.4㌽ － 

 

課長補佐級 23.6％ 25.9% 27.4% ＋1.5㌽ 37％ 

係長級 34.8％ 35.6% 35.4% ▲0.2㌽ 43％ 

非役付 49.4％ 49.7% 49.3% ▲0.4㌽ － 

 

② 採用者（全体）に占める女性の割合（年度） 

 R2 R3 R4 
増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

女性割合 53.1％ 44.0％ 47.1％ ＋3.1㌽ 50％ 

 

③ 採用者（大学卒業程度）に占める女性の割合（年度） 

 R2 R3 R4 
増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

女性割合 42.9％ 35.4％ 39.2％ ＋3.8㌽ 40％ 

 

  

○ 令和４年度（令和５年４月発令）の課長級 以上の女性の割合は、定期人事異動に

より、前年度に比べ、1.5ﾎﾟｲﾝﾄ増の13.1％となりました。 

 

○ 令和４年度の採用職員に占める女性の割合は、前年度と比べ、全体で3.1ﾎﾟｲﾝﾄ増の

47.1％、大学卒業程度で3.8ﾎﾟｲﾝﾄ増の39.2％となりました。 

引き続き、意欲と能力のある女性職員を積極的に登用していくとともに、女性受験者

の確保に努めてまいります。 

 

（２）女性職員の登用・割合の拡大 
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① 職員一人一月当たりの時間外勤務時間（年度） 

 R2 R3 R4 
増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

時間外勤務 

時間数 
11.0時間 11.4時間 11.5時間 ＋0.1時間 10.5時間/月 

 

② 職員一人当たりの年次休暇の取得日数（暦年） 

 R2 R3 R4 
増減 

(R4-R3) 
目標(R7) 

年次休暇 

取得日数 
11.5日 12.4日 12.0日 ▲0.4日 14日 /年 

 

○ 令和４年度の職員一人一月当たりの時間外勤務時間は、前年度に比べ、全体で0.1時間

増の11.5時間となりました。 

○ 令和４年の職員一人当たりの年次休暇の取得日数は、前年と比べ、全体で0.4日減の

12.0日となりました。 

引き続き、業務の効率化や業務の平準化等に取り組み、時間外勤務の縮減に努めると

ともに、職員が計画的かつ気兼ねなく休暇を取得しやすい環境づくりに努めてまいりま

す。 

（３）長時間勤務の是正等の職員の働き方改革 


